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１ 総住宅数と総世帯数  

  

 

 

 

令和5年10月1日現在の本県の総住宅数（空き家などの居住世帯のない住宅を含む。）は、   

319万1,100戸で、平成30年と比べると16万1,300戸、5.3％増加、総世帯数（住宅及び住宅以外の

建物に居住する全ての世帯）は、280万8,300世帯で、平成30年と比べると15万6,300世帯、5.9％

増加し、総住宅数、総世帯数ともに過去最多となりました。 

また、総住宅数が総世帯数を38万2,800戸上回り、1世帯当たりの住宅数は、1.14戸となって  

います。(図1、表1-1、表1-2参照) 
 

図１ 総住宅数、総世帯数及び１世帯当たりの住宅数の推移 

 
 
表１－１ 総住宅数、総世帯数及び１世帯当たりの住宅数の推移 

年次 
実数 5 年間の増減数 5 年間の増減率 

総住宅数
（戸） 

総世帯数 
（世帯） 

1 世帯当たり
住宅数（戸） 

総住宅数
（戸） 

総世帯数 
（世帯） 

総住宅数 総世帯数 

平成 15 年 2,526,200 2,203,100 1.15 205,100 181,200 8.8% 9.0% 

平成 20 年 2,717,700 2,360,800 1.15 191,500 157,700 7.6% 7.2% 

平成 25 年 2,896,200 2,529,900 1.14 178,500 169,100 6.6% 7.2% 

平成 30 年 3,029,800 2,652,000 1.14 133,600 122,100 4.6% 4.8% 

令和 5 年 3,191,100 2,808,300 1.14 161,300 156,300 5.3% 5.9% 

注 総住宅数には、居住世帯なしの住宅を含む。 

 
表１－２ 総住宅数の多い都道府県（令和５年・上位 10 位まで） 

総住宅数 

順位 都道府県名 総住宅数（戸） 

1 東京都 8,201,400 

2 大阪府 4,928,600 

3 神奈川県 4,765,000 

4 愛知県 3,664,700 

5 埼玉県 3,555,100 

6 千葉県 3,191,100 

7 北海道 2,888,500 

8 兵庫県 2,798,000 

9 福岡県 2,703,300 

10 静岡県 1,774,100 
 

５年間の増減率 

順位 都道府県名 増減率 

1 沖縄県 7.2% 

2 東京都 6.9% 

3 滋賀県 6.1% 

4 神奈川県 5.8% 

5 千葉県 5.3% 

6 大阪府 5.3% 

7 愛知県 5.3% 

8 埼玉県 5.0% 

9 福井県 4.9% 

10 栃木県 4.8% 
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・総住宅数は約 319 万戸で、平成 30 年から約 16 万戸の増加となり、過去最多 

・総世帯数は約 281 万世帯で、前回調査から約 15 万世帯の増加となり、過去最多 

・１世帯当たりの住宅数は 1.14 戸と、平成 25 年以降は同水準で推移 

（戸・世帯） （戸） 
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２ 空き家 

 

 

 

本県の総住宅数319万1,100戸のうち、居住世帯のある住宅は278万2,300戸、空き家などの居住

世帯のない住宅は40万8,800戸で、平成30年と比べ共に増加し、過去最高となっていますが、総住

宅数に占めるそれぞれの割合は、居住世帯のある住宅が87.2％、居住世帯のない住宅が12.8％で

あり、平成25年以降、居住世帯のある住宅の割合が増加しています。 

 また、居住世帯のない住宅のうち、「空き家」は39万4,100戸であり、平成30年と比べ      

1万1,600戸増加しましたが、総住宅数に占める空き家の割合（空き家率）は12.3％で、平成30年

の12.6％から0.3ポイント減少しています。 

一方で、空き家のうち、賃貸・売却用及び別荘等の二次的住宅を除く空き家は、平成30年の   

14万4,400戸から15万8,500戸と1万4,100戸増加し、総住宅数に占める割合は5.0％で、平成30年の

4.8％から0.2ポイント増加しています。 

（図2-1、表2-1、図2-2、表2-2参照） 
 

図２－１ 空き家数及び空き家率の推移 

 
 
表２－１ 居住世帯の有無別住宅数の推移 

年次 総住宅数 
居住世帯

あり 

居住世帯なし 

総数 一時現在

者のみ 

空き家 

建築中 総数 賃貸・売却
用及び二次
的住宅を 
除く空き家 

賃貸用の 

空き家 

売却用の 

空き家 

二次的住宅

（別荘等） 

実数（戸）           

平成15年 2,526,200 2,185,800 340,400 14,200 321,900 89,100 175,500 17,900 39,400 4,300 

平成20年 2,717,700 2,344,500 373,200 11,300 355,900 111,500 190,800 24,200 29,300 6,000 

平成25年 2,896,200 2,517,000 379,100 8,500 367,200 134,400 194,200 15,200 23,400 3,400 

平成30年 3,029,800 2,635,200 394,600 6,600 382,500 144,400 198,300 16,200 23,600 5,500 

令和5年 3,191,100 2,782,300 408,800 9,900 394,100 158,500 196,400 17,200 21,900 4,800 

割合           

平成15年 100.0% 86.5% 13.5% 0.6% 12.7% 3.5% 6.9% 0.7% 1.6% 0.2% 

平成20年 100.0% 86.3% 13.7% 0.4% 13.1% 4.1% 7.0% 0.9% 1.1% 0.2% 

平成25年 100.0% 86.9% 13.1% 0.3% 12.7% 4.6% 6.7% 0.5% 0.8% 0.1% 

平成30年 100.0% 87.0% 13.0% 0.2% 12.6% 4.8% 6.5% 0.5% 0.8% 0.2% 

令和5年 100.0% 87.2% 12.8% 0.3% 12.3% 5.0% 6.2% 0.5% 0.7% 0.2% 
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・空き家数は約 39 万戸と過去最多、総住宅数に占める空き家の割合は 12.3％と減少 

・賃貸・売却用及び二次的住宅（別荘など）を除く空き家が平成 30 年から約 1万戸増加 

（戸） 
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図２－２ 都道府県別総住宅数（居住世帯の有無別）及び空き家率（令和５年）  

 
 
表２－２ 空き家率の低い都道府県（令和５年・上位 10 位まで） 

空き家（総数） 

順位 都道府県名 空き家率 

1 埼玉県 9.3% 

2 沖縄県 9.4% 

3 神奈川県 9.8% 

4 東京都 10.9% 

5 愛知県 11.8% 

6 滋賀県 12.3% 

7 千葉県 12.3% 

8 福岡県 12.4% 

9 宮城県 12.4% 

10 京都府 13.1% 
 

賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家 

順位 都道府県名 空き家率 

1 東京都 2.6% 

2 神奈川県 3.2% 

3 埼玉県 3.8% 

4 沖縄県 4.0% 

5 愛知県 4.3% 

6 宮城県 4.6% 

7 大阪府 4.6% 

8 福岡県 4.6% 

9 千葉県 5.0% 

10 北海道 5.6% 
 

  
 

○空き家の種類と説明  
空き家の種類 説明 

 

 

空 

賃貸・売却用及び

二次的住宅を除く

空き家 

賃貸用の空き家、売却用の空き家及び二次的住宅以外の人が住んでいない住宅で、例え
ば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのため
に取り壊すことになっている住宅など 
（注：空き家の種類の判断が困難な住宅を含む。） 
※平成30年以前の調査では、空き家「その他の住宅」と標記されている。 

き 賃貸用の空き家 新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 

 売却用の空き家 新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 

家 二次的住宅 別荘 週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだんは
人が住んでいない住宅 

 その他 ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりするな
ど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅 

 
         今回の調査結果では、空き家の種類について以下のとおり名称及び表記順の整理を行った。 

平成 30 年調査  令和５年調査 

空き家  空き家 

 二次的住宅 別荘   賃貸・売却用及び二次的住宅を除く

空き家  その他   

 賃貸用の住宅   賃貸用の空き家 

 売却用の住宅   売却用の空き家 

 その他の住宅   二次的住宅 別荘 

    その他 
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空き家を建て方別にみると、一戸建が14万3,500戸（空き家総数に占める割合36.4％）、共同住

宅が23万9,100戸（同60.7％）などとなっています。  

また、一戸建及び共同住宅における空き家の種類別割合をみると、一戸建は「賃貸・売却用及

び二次的住宅を除く空き家」が最も多く75.3％（10万8,100戸）、共同住宅は「賃貸用の空き家」

が最も多く75.4％（18万４00戸）となっています。 

（表2-3、図2-3参照） 
 

表２－３ 住宅の建て方、空き家の種類別空き家数及び割合（令和５年） 

住宅の建て方 

空き家の種類 

総数 
賃貸・売却用及び

二次的住宅を除く
空き家 

賃貸用の 

空き家 

売却用の 

空き家 
二次的住宅 

実数（戸）      
総数 394,100 158,500 196,400 17,200 21,900 

 一戸建 143,500 108,100 8,300 10,400 16,600 

 長屋建 10,500 2,400 7,600 100 300 

 共同住宅 239,100 47,300 180,400 6,600 4,900 

 その他 900 700 100 0 100 
空き家総数に占める割合       
総数 100.0% 40.2% 49.8% 4.4% 5.6% 

 一戸建 36.4% 27.4% 2.1% 2.6% 4.2% 

 長屋建 2.7% 0.6% 1.9% 0.0% 0.1% 

 共同住宅 60.7% 12.0% 45.8% 1.7% 1.2% 

 その他 0.2% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 
建て方別総数に占める割合       
総数 100.0% 40.2% 49.8% 4.4% 5.6% 

 一戸建 100.0% 75.3% 5.8% 7.2% 11.6% 

 長屋建 100.0% 22.9% 72.4% 1.0% 2.9% 

 共同住宅 100.0% 19.8% 75.4% 2.8% 2.0% 

 その他 100.0% 77.8% 11.1% 0.0% 11.1% 

 

図２－３ 住宅の建て方（一戸建及び共同住宅）、空き家の種類別割合（令和５年） 

 
 

３ 住宅の建て方 

 

 

 

本県の総住宅数319万1,100戸のうち、居住世帯のある住宅278万2,300戸を建て方別にみると、

一戸建が146万3,400戸、長屋建が４万7,600戸、共同住宅が126万7,800戸であり、平成30年と比べ、

一戸建が4.5％の増加、長屋建が8.3％の減少、共同住宅が7.5％の増加となっています。 
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賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家 賃貸用の空き家 売却用の空き家 二次的住宅（別荘等）

・空き家のうち、一戸建が約 14 万戸（36.4％）、共同住宅が約 24 万戸（60.7％） 

・一戸建の空き家の約 75％が賃貸・売却用や二次的住宅を除く空き家 

・共同住宅の空き家の約 75％が賃貸用の空き家 

・住宅を建て方別にみると、一戸建が 146 万 3,400 戸（52.6％）、共同住宅が 126 万 7,800 戸

（45.6％）、このうち共同住宅は 20 年間で約 1.4 倍の戸数増 
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このうち、共同住宅の戸数は平成15年から令和５年までの20年間で約1.4倍増加しており、居住

世帯のある住宅全体に占める共同住宅の割合は45.6％で過去最高となっています。 

（図3-1、表3-1、表3-2参照） 
 
図３－１ 住宅の建て方別住宅数の推移 

 
 

表３－１ 住宅の建て方別住宅数の推移 

年次 
居住世帯の 
ある住宅総数 

一戸建 長屋建 共同住宅 その他 

実数（戸）      
平成 15 年 2,185,800 1,211,400 46,100 924,500 3,900 

平成 20 年 2,344,500 1,274,200 44,200 1,022,300 3,800 

平成 25 年 2,517,000 1,362,400 48,300 1,102,800 3,600 

平成 30 年 2,635,200 1,400,400 51,900 1,179,400 3,500 

令和 5 年 2,782,300 1,463,400 47,600 1,267,800 3,500 

割合      
平成 15 年 100.0% 55.4% 2.1% 42.3% 0.2% 

平成 20 年 100.0% 54.3% 1.9% 43.6% 0.2% 

平成 25 年 100.0% 54.1% 1.9% 43.8% 0.1% 

平成 30 年 100.0% 53.1% 2.0% 44.8% 0.1% 

令和 5 年 100.0% 52.6% 1.7% 45.6% 0.1% 

増減率      
平成 10 年－平成 15 年 9.1% 6.8% 6.2% 12.8% -40.9% 

平成 15 年－平成 20 年 7.3% 5.2% -4.1% 10.6% -2.6% 

平成 20 年－平成 25 年 7.4% 6.9% 9.3% 7.9% -5.3% 

平成 25 年－平成 30 年 4.7% 2.8% 7.5% 6.9% -2.8% 

平成 30 年－令和 5 年 5.6% 4.5% -8.3% 7.5% 0.0% 

 
表３－２ 一戸建又は共同住宅の割合の高い都道府県（令和５年・上位 10 位まで） 
 

一戸建 

順位 都道府県名 一戸建ての割合 

1 秋田県 79.4% 

2 山形県 76.1% 

3 青森県 75.3% 

4 福井県 74.7% 

5 和歌山県 74.5% 

6 岐阜県 74.2% 

7 富山県 74.0% 

8 新潟県 73.9% 

9 群馬県 73.5% 

10 長野県 73.4% 

39 千葉県 52.6% 
 

共同住宅 

順位 都道府県名 共同住宅の割合 

1 東京都 71.6% 

2 沖縄県 60.9% 

3 大阪府 57.4% 

4 神奈川県 57.0% 

5 福岡県 54.8% 

6 兵庫県 47.7% 

7 愛知県 45.7% 

8 千葉県 45.6% 

9 北海道 44.6% 

10 京都府 44.2% 
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43.8%

44.8%
45.6%
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また、共同住宅について建物全体の階数別にみると、｢１～２階建｣が36万2,100戸（共同住宅の

総数に占める割合28.6％）、｢３～５階建｣は47万5,700戸（同37.5％）、｢６～10階建｣は     

23万1,600戸（同18.3％）、「11～14階建」は14万7,900戸（同11.7％）、「15階建以上」は      

５万500戸（同4.0％）でした。 

平成15年から令和５年までの20年間の共同住宅の階数別戸数の推移を見てみると、６階建以上

の共同住宅の割合が上昇傾向にあり、共同住宅の高層化が進行しています。 

（図3-2、表3－3参照） 
 

図３－２ 共同住宅の階数別割合の推移 

  
表３－３ 共同住宅の階数別住宅数の推移 

 年次 
居住世帯のあ
る住宅総数  

共同住宅 

総数 1～2 階建 3～5 階建 6～10 階建 11～14 階建 15 階建以上 

実数（戸）        

平成 15 年 2,185,800 924,500 292,800 379,900 159,400 78,100 14,300 

平成 20 年 2,344,500 1,022,300 312,700 387,300 180,900 111,000 30,500 

平成 25 年 2,517,000 1,102,800 314,500 399,400 199,300 131,700 57,900 

平成 30 年 2,635,200 1,179,400 347,500 434,900 222,400 130,400 44,200 

令和 5 年 2,782,300 1,267,800 362,100 475,700 231,600 147,900 50,500 

住宅総数に占める割合        

平成 15 年 100.0% 42.3% 13.4% 17.4% 7.3% 3.6% 0.7% 

平成 20 年 100.0% 43.6% 13.3% 16.5% 7.7% 4.7% 1.3% 

平成 25 年 100.0% 43.8% 12.5% 15.9% 7.9% 5.2% 2.3% 

平成 30 年 100.0% 44.8% 13.2% 16.5% 8.4% 4.9% 1.7% 

令和 5 年 100.0% 45.6% 13.0% 17.1% 8.3% 5.3% 1.8% 

共同住宅の総数に占める割合        

平成 15 年 - 100.0% 31.7% 41.1% 17.2% 8.4% 1.5% 

平成 20 年 - 100.0% 30.6% 37.9% 17.7% 10.9% 3.0% 

平成 25 年 - 100.0% 28.5% 36.2% 18.1% 11.9% 5.3% 

平成 30 年 - 100.0% 29.5% 36.9% 18.9% 11.1% 3.7% 

令和 5 年 - 100.0% 28.6% 37.5% 18.3% 11.7% 4.0% 

増減率     
 

  

平成 10 年-平成 15 年 9.1% 12.8% 6.4% 5.4% ※36.0% - - 

平成 15 年-平成 20 年 7.3% 10.6% 6.8% 1.9% 13.5% 42.1% 113.3% 

平成 20 年-平成 25 年 7.4% 7.9% 0.6% 3.1% 10.2% 18.6% 89.8% 

平成 25 年-平成 30 年 4.7% 6.9% 10.5% 8.9% 11.6% -1.0% -23.7% 

平成 30 年-令和 5 年 5.6% 7.5% 4.2% 9.4% 4.1% 13.4% 14.3% 

注 増減率の「※」は「11～14 階建」及び「15 階建以上」を含んだ数値 
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４ 住宅の構造 

 

 
 

本県の居住世帯のある住宅の構造別割合の推移をみると、平成15年から令和５年までの20年間

で居住世帯のある住宅全体に占める非木造の割合が37.7％から43.4％に上昇している一方、木造

の割合が62.3％から56.6％に低下しており、住宅の非木造化が進行しています。 

（図4、表4参照） 

 
図４ 住宅の構造別割合の推移 

 
表４ 住宅の構造別住宅数の推移 

年次 
居住世帯のある 

住宅総数 
木造 

非木造 

総数 
鉄筋・鉄骨コ
ンクリート造 

鉄骨造 その他 

実数（戸）       

平成 15 年 2,185,800 1,361,900 823,900 701,100 120,300 2,500 

平成 20 年 2,344,500 1,408,200 936,400 770,400 161,300 4,600 

平成 25 年 2,517,000 1,484,300 1,032,700 835,700 193,100 3,900 

平成 30 年 2,635,200 1,547,800 1,087,400 856,600 228,000 2,800 

令和 5 年 2,782,300 1,575,800 1,206,500 916,400 286,500 3,600 

割合       

平成 15 年 100.0% 62.3% 37.7% 32.1% 5.5% 0.1% 

平成 20 年 100.0% 60.1% 39.9% 32.9% 6.9% 0.2% 

平成 25 年 100.0% 59.0% 41.0% 33.2% 7.7% 0.2% 

平成 30 年 100.0% 58.7% 41.3% 32.5% 8.7% 0.1% 

令和 5 年 100.0% 56.6% 43.4% 32.9% 10.3% 0.1% 

 

５ 住宅の所有の関係 

 

 

本県の居住世帯のある住宅を所有の関係別にみると、持ち家が179万9,500戸で、居住世帯のあ

る住宅全体に占める持ち家住宅の割合（以下「持ち家住宅率」という。）は64.7％であり、平成

30年と比べ、0.7ポイント低下していますが、平成15年から令和５年までの20年間における持ち家

住宅率の推移をみると、65％前後でほぼ横ばいとなっています。 

また、借家は86万5,300戸で、居住世帯のある住宅全体に占める割合は31.1％であり、平成30年

と比べ、0.5ポイント低下しています。 

借家の内訳をみると、「民営借家」が69万4,200戸（居住世帯のある住宅全体に占める割合25.0％）

と最も多く、次いで「都市再生機構(UR)・公社の借家」が７万3,800戸（同2.7％）、「給与住宅」

が６万3,700戸（同2.3％）、「公営の借家」が３万3,700戸（同1.2％）となっています。 

（図5-1、表5-1、表5-2参照） 
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図５－１ 持ち家数、借家数及び持ち家住宅率の推移 

 
 

表５－１ 住宅の所有の関係別住宅数の推移 

年次 
居住世帯 

のある住宅総数 
持ち家 

借家 

総数 公営の借家 UR・公社の借家 民営借家 給与住宅 

実数（戸）        

平成 15 年 2,185,800 1,404,700 720,000 33,600 88,400 509,400 88,600 

平成 20 年 2,344,500 1,510,900 740,200 35,100 88,800 540,200 76,100 

平成 25 年 2,517,000 1,667,700 780,900 32,100 82,500 605,100 61,200 

平成 30 年 2,635,200 1,724,100 832,100 33,300 73,300 669,600 55,900 

令和 5 年 2,782,300 1,799,500 865,300 33,700 73,800 694,200 63,700 

割合        

平成 15 年 100.0% 64.3% 32.9% 1.5% 4.0% 23.3% 4.1% 

平成 20 年 100.0% 64.4% 31.6% 1.5% 3.8% 23.0% 3.2% 

平成 25 年 100.0% 66.3% 31.0% 1.3% 3.3% 24.0% 2.4% 

平成 30 年 100.0% 65.4% 31.6% 1.3% 2.8% 25.4% 2.1% 

令和 5 年 100.0% 64.7% 31.1% 1.2% 2.7% 25.0% 2.3% 

注 居住世帯のある住宅総数には所有の関係「不詳」の住宅を含むため、持ち家と借家の合計は総数と一致しない。 

 
表５－２ 持ち家住宅率の高い都道府県（令和５年・上位10位まで） 

順位 都道府県名 持ち家住宅率 
1 秋田県 77.1% 
2 山形県 75.0% 
3 富山県 74.9% 
4 新潟県 74.0% 
5 和歌山県 73.8% 
6 岐阜県 73.7% 
7 福井県 73.5% 
8 奈良県 73.2% 
9 三重県 72.3% 
10 長野県 71.7% 

33 千葉県 64.7% 

 

持ち家について、住宅の取得方法ごとの戸数を見ると、「新築の住宅を購入」が56万400戸（持

ち家総数に占める割合31.1％）と最も多く、次いで「新築（建て替えを除く）」が42万2,300戸 

（同23.5％）、「中古住宅を購入」が32万8,900戸（同18.3％）となっています。 

住宅の建築の時期別に取得方法の割合をみると、「昭和55年以前」に建築された住宅では、「中

古住宅を購入」が27.1％、次いで「相続・贈与」が19.0％となっている一方で、「令和3年～令和

5年9月」に建築された住宅では、「新築（建て替えを除く）」が37.1％と最も高く、次いで「新
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築の住宅を購入」が35.1％となっており、この二つで持ち家総数の約７割を占めています。 

（図5-2、表5-3参照） 

 
図５－２ 取得方法、住宅の建築時期別持ち家数及び割合（令和５年） 

 
 

表５－３ 取得方法、住宅の建築時期別持ち家数（令和５年） 
 

持ち家 

総数 

  建築時期    

住宅の取得方法 
昭和 55 年

以前 
昭和 56～ 
平成 2 年 

平成 3～ 
12 年 

平成 13～
22 年 

平成 23～ 
令和 2 年 

令和 3～ 
5 年 9 月 

実数（戸）               

総数 1,799,500 388,400 295,600 354,100 363,800 300,100 63,900 

 新築の住宅を購入 560,400 62,900 75,300 123,400 155,300 116,000 22,400 

都市再生機構（UR）・公社など 34,800 10,900 10,300 7,800 2,300 2,700 400 

民間 525,600 52,000 65,000 115,700 153,000 113,300 22,000 

 中古住宅を購入 328,900 105,300 76,600 63,500 48,400 25,400 2,900 

リフォーム前の住宅 217,200 69,600 50,000 41,900 32,700 17,300 1,500 

リフォーム後の住宅 111,700 35,900 26,600 21,600 15,700 8,100 1,300 

 新築（建て替えを除く） 422,300 67,100 59,200 76,800 93,000 96,400 23,700 

 建て替え 237,400 39,400 40,100 57,300 41,800 42,100 10,100 

 相続・贈与 137,000 73,700 24,100 15,100 10,700 7,700 2,100 

 その他 113,500 40,000 20,300 17,900 14,700 12,600 2,900 

割合               

総数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

 新築の住宅を購入 31.1% 16.2% 25.5% 34.8% 42.7% 38.7% 35.1% 

都市再生機構（UR）・公社など 1.9% 2.8% 3.5% 2.2% 0.6% 0.9% 0.6% 

民間 29.2% 13.4% 22.0% 32.7% 42.1% 37.8% 34.4% 

 中古住宅を購入 18.3% 27.1% 25.9% 17.9% 13.3% 8.5% 4.5% 

リフォーム前の住宅 12.1% 17.9% 16.9% 11.8% 9.0% 5.8% 2.3% 

    リフォーム後の住宅 6.2% 9.2% 9.0% 6.1% 4.3% 2.7% 2.0% 

 新築（建て替えを除く） 23.5% 17.3% 20.0% 21.7% 25.6% 32.1% 37.1% 

 建て替え 13.2% 10.1% 13.6% 16.2% 11.5% 14.0% 15.8% 

 相続・贈与 7.6% 19.0% 8.2% 4.3% 2.9% 2.6% 3.3% 

 その他 6.3% 10.3% 6.9% 5.1% 4.0% 4.2% 4.5% 

注 持ち家総数には「建築時期不詳」の住宅を含むため、各建築時期の合計は総数と一致しない。 
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６ 住宅の規模 

 

 

居住世帯のある住宅のうち居住専用に建築された住宅（専用住宅）について、１住宅当たりの

住宅の規模をみると、居住室数は4.15室、居住室の畳数は32.21畳、延べ面積（居住室のほか玄関、

トイレ、台所などを含めた住宅の床面積の合計）は87.59㎡で、１人当たり居住室の畳数は   

14.35畳、１室当たり人員は0.54人となっています。建て方別に平成15年から令和５年までの20年

間の推移をみると、１住宅当たり延べ面積については、一戸建、共同住宅共に平成30年までは増

加が続いていましたが、令和５年は減少しています。一方で、１人当たり居住室の畳数は一戸建、

共同住宅共に増加が続いています。 

（図6、表6参照） 

 
図６ 専用住宅の建て方別１住宅当たり延べ面積、１人当たり居住室の畳数の推移 
 

（１住宅当たり延べ面積） （１人あたり居住室の畳数） 

 
 

表６ 専用住宅の建て方別住宅の規模の推移 
  住宅の規模 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 平成 30 年 令和 5 年 

総数 

1 住宅当たり居住室数（室） 4.53 4.47 4.4 4.28 4.15 

1 住宅当たり居住室の畳数（畳） 31.4 31.74 31.89 32.4 32.21 

1 住宅当たり延べ面積（㎡） 87.53 88.32 88.53 89.21 87.59 

1 人当たり居住室の畳数（畳） 11.53 12.25 13.07 13.76 14.35 

1 室あたり人員（人） 0.6 0.58 0.55 0.55 0.54 

一戸建 

1 住宅当たり居住室数（室） 5.62 5.57 5.54 5.44 5.28 

1 住宅当たり居住室の畳数（畳） 39.91 40.31 40.57 41.09 41.07 

1 住宅当たり延べ面積（㎡） 115.69 117.26 118.09 118.61 117.32 

1 人当たり居住室の畳数（畳） 12.76 13.47 14.34 15.2 15.85 

1 室あたり人員（人） 0.56 0.54 0.51 0.5 0.49 

共同住宅 

1 住宅当たり居住室数（室） 3.11 3.09 3.03 2.94 2.86 

1 住宅当たり居住室の畳数（畳） 20.44 21.07 21.55 22.37 22.04 

1 住宅当たり延べ面積（㎡） 51.2 52.19 53.12 55.08 53.55 

1 人当たり居住室の畳数（畳） 9.31 10.12 10.94 11.48 11.96 

1 室あたり人員（人） 0.71 0.67 0.65 0.66 0.64 
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７ 借家の家賃 

 

 

借家（専用住宅）の１か月当たり家賃は61,368円、平成30年と比べ、6.9％の増加となっていま

す。これを借家（専用住宅）の種類別にみると、「公営の借家」が24,352円（16.1％増）、「都

市再生機構（UR）・公社の借家」が61,797円（2.1％増）、「民営借家（木造）」が56,312円    

（3.5％増）、「民営借家（非木造）」が69,471円（8.8％増）、「給与住宅」が39,050円     

（14.3％増）となっており、いずれも増加しています。 

借家（専用住宅）の１畳当たり家賃は、3,564円となっており、「民営借家（非木造）」が   

4,115円と最も高く、次いで「都市再生機構（UR）・公社の借家」が3,331円などとなっています。 

（図7、表7参照） 
 

図７ 借家（専用住宅）の種類別１畳当たり家賃（令和５年） 

 
 

表７ 借家（専用住宅）の種類別家賃の推移 

年次 
借家（専用住宅） 

総数 
公営の借家 

UR・公社の 

借家 

民営借家 

（木造） 

民営借家 

（非木造） 
給与住宅 

１か月当たり家賃（円）       

平成 15 年 55,520 21,443 54,459 55,100 69,969 26,193 

平成 20 年 57,883 23,136 59,796 55,925 68,582 30,806 

平成 25 年 56,855 20,890 60,413 54,204 64,279 31,044 

平成 30 年 57,421 20,968 60,551 54,397 63,870 34,171 

令和 5 年 61,368 24,352 61,797 56,312 69,471 39,050 

増減率       

平成 15 年 5.2% -9.4% 10.5% -31.7% -1.7% 19.1% 

平成 20 年 4.3% 7.9% 9.8% 1.5% -2.0% 17.6% 

平成 25 年 -1.8% -9.7% 1.0% -3.1% -6.3% 0.8% 

平成 30 年 1.0% 0.4% 0.2% 0.4% -0.6% 10.1% 

令和 5 年 6.9% 16.1% 2.1% 3.5% 8.8% 14.3% 

１畳当たり家賃（円）       

平成 15 年 3,159 1,182 3,004 3,276 4,048 1,335 

平成 20 年 3,306 1,221 3,224 3,179 4,145 1,577 

平成 25 年 3,302 1,121 3,196 2,983 3,996 1,684 

平成 30 年 3,198 1,115 3,168 2,896 3,728 1,741 

令和 5 年 3,564 1,327 3,331 3,298 4,115 2,160 

増減率       

平成 15 年 2.2% -10.1% 4.7% -56.1% -4.0% 21.9% 

平成 20 年 4.7% 3.3% 7.3% -3.0% 2.4% 18.1% 

平成 25 年 -0.1% -8.2% -0.9% -6.2% -3.6% 6.8% 

平成 30 年 -3.1% -0.5% -0.9% -2.9% -6.7% 3.4% 

令和 5 年 11.4% 19.0% 5.1% 13.9% 10.4% 24.1% 

注 借家（専用住宅）総数には住宅の所有の関係「不詳」の住宅を含むため、各借家の合計は総数と一致しない。 
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借家（専用住宅）

総数

公営の借家 UR・公社の借家 民営借家（木造） 民営借家（非木造） 給与住宅

・借家の１か月当たり家賃は 6.9％の増加 

（円） 
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８ 高齢者のいる世帯の状況 

 

 

 

65歳以上の世帯員がいる主世帯数（以下、「高齢者のいる世帯」という。）の推移をみると、

平成30年には世帯数が100万世帯を超え、令和５年では116万2,600世帯となっており、主世帯全体

に占める割合は41.8％と、平成30年に比べ、0.1ポイントの上昇となっています。 

75歳以上の世帯員がいる主世帯は平成30年に50万世帯を超え、令和５年では68万3,000世帯と

なっており、主世帯全体に占める割合は24.5％となっています。 

高齢者のいる世帯について、世帯の型別割合をみると、高齢単身世帯は30.5％（35万5,000  

世帯）、高齢者のいる夫婦のみの世帯（夫婦のみの世帯で、夫婦の双方又はいずれかが高齢者で

ある世帯）は30.5％（35万5,100世帯）、高齢者のいるその他の世帯が38.9％（45万2,500世帯）

となっています。また、平成15年からの20年間の推移をみると、高齢単身世帯の割合が増加して

います。 

（図8-1、図8－2、表8-1参照） 
 

図８－１ 高齢者のいる世帯の数及び割合の推移 

 
 

図８－２ 高齢者のいる世帯の型別世帯数割合の推移 
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平成20年
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高齢単身世帯 高齢者のいる夫婦のみの世帯 高齢者のいるその他の世帯

・主世帯の 41.8％が高齢者のいる世帯 

・高齢者のいる世帯のうち、高齢単身世帯が 30.5％を占める 

（世帯） 
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表８－１ 高齢者のいる世帯の型別世帯数の推移 

年次 

   

主世帯総数 うち高齢者のいる世帯 うち 75 歳以上

の世帯員がい

る世帯 
 総数 高齢単身世帯 

高齢者のいる夫

婦のみの世帯 
高齢者のいるそ

の他の世帯 

実数（世帯）       

平成 15 年 2,185,800 663,200 115,600 183,700 363,900 290,800 

平成 20 年 2,344,500 770,500 142,400 230,900 397,200 347,100 

平成 25 年 2,517,000 968,600 223,900 294,900 449,800 456,100 

平成 30 年 2,635,200 1,099,000 288,000 345,400 465,600 574,300 

令和 5 年 2,782,300 1,162,600 355,000 355,100 452,500 683,000 

主世帯総数に占める割合       

平成 15 年 100.0% 30.3% 5.3% 8.4% 16.6% 13.3% 

平成 20 年 100.0% 32.9% 6.1% 9.8% 16.9% 14.8% 

平成 25 年 100.0% 38.5% 8.9% 11.7% 17.9% 18.1% 

平成 30 年 100.0% 41.7% 10.9% 13.1% 17.7% 21.8% 

令和 5 年 100.0% 41.8% 12.8% 12.8% 16.3% 24.5% 

高齢者のいる世帯総数に占める割合       

平成 15 年 - 100.0% 17.4% 27.7% 54.9% 43.8% 

平成 20 年 - 100.0% 18.5% 30.0% 51.6% 45.0% 

平成 25 年 - 100.0% 23.1% 30.4% 46.4% 47.1% 

平成 30 年 - 100.0% 26.2% 31.4% 42.4% 52.3% 

令和 5 年 - 100.0% 30.5% 30.5% 38.9% 58.7% 

 

 

 

 

高齢者のいる世帯が居住する住宅の所有の関係別に割合をみると、持ち家が85.3％、    

借家が14.5％となっており、主世帯全体の持ち家の割合（64.7％）に比べ、持ち家の割合が  

20.6ポイント高くなっています。一方、高齢単身世帯では、借家の割合が26.8％と、高齢者のい

る世帯全体と比較して借家の割合が高くなっています。 

（図8-3、表8-2参照） 
 

図８－３ 世帯の型、住宅の所有の関係別割合（高齢者のいる世帯） 
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0.1%
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・高齢者のいる世帯の 85.3％が持ち家、高齢単身世帯の 26.8％が借家に居住 
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表８－２ 高齢者のいる世帯の型、住宅の所有の関係別主世帯数 

世帯の型 総数 持ち家 

借家 

総数 
公営の 
借家 

UR・公社
の借家 

民営借家 
給与住宅 

木造 非木造 

実数（世帯）         

主世帯 2,782,300 1,799,500 865,300 33,700 73,800 227,800 465,100 63,700 

 うち高齢者のいる世帯 1,162,600 991,400 168,700 20,800 42,200 46,900 56,700 2,100 

   単身高齢世帯 355,000 258,800 95,000 11,400 22,700 29,000 31,100 900 

   高齢者のいる夫婦のみの世帯 355,100 323,000 31,800 3,800 10,400 7,300 9,800 600 

   高齢者のいるその他の世帯 452,500 409,600 41,900 5,600 9,100 10,600 15,800 600 
割合         

主世帯 100.0% 64.7% 31.1% 1.2% 2.7% 8.2% 16.7% 2.3% 

 うち高齢者のいる世帯 100.0% 85.3% 14.5% 1.8% 3.6% 4.0% 4.9% 0.2% 

   単身高齢世帯 100.0% 72.9% 26.8% 3.2% 6.4% 8.2% 8.8% 0.3% 

   高齢者のいる夫婦のみの世帯 100.0% 91.0% 9.0% 1.1% 2.9% 2.1% 2.8% 0.2% 

   高齢者のいるその他の世帯 100.0% 90.5% 9.3% 1.2% 2.0% 2.3% 3.5% 0.1% 
注 総数には住宅の所有の関係「不詳」の世帯数を含むため、各項目の合計は総数と一致しない。 

 

 
 

高齢者等のための設備がある住宅は153万9,700戸で、居住世帯のある住宅全体の55.3％と  

なっており、平成30年と比べ、5.8ポイント上昇しています。 

住宅の設備状況の割合をみると、「手すりがある」が 43.5％、「またぎやすい高さの浴槽」が

22.1％、「廊下などが車いすで通行可能な幅」が 16.1％、「段差のない屋内」が22.3％、「道路か

ら玄関まで車いすで通行可能」が12.4％となっており、いずれも平成30年と比べ上昇して   

います。 

（図8-4、表8-3参照） 
 
図８－４ 高齢者等のための設備状況別住宅数 

  
表８－３ 高齢者等のための設備状況別住宅数 

高齢者等のための設備状況 
平成 30 年 令和 5 年 

実数（戸） 割合（％） 実数（戸） 割合（％） 

住宅総数 2,635,200 100.0 2,782,300 100.0 

 高齢者等のための設備がある 1,304,600 49.5 1,539,700 55.3 

  手すりがある 1,066,800 40.5 1,209,300 43.5 

  またぎやすい高さの浴槽 539,500 20.5 614,500 22.1 

  浴室暖房乾燥機 - - 735,200 26.4 

  廊下などが車いすで通行可能な幅 391,000 14.8 447,600 16.1 

  段差のない屋内 560,000 21.3 620,200 22.3 

  道路から玄関まで車いすで通行可能 291,200 11.1 346,200 12.4 

注 1 住宅総数には高齢者等のための設備状況「不詳」を含む。 
注 2 複数回答であるため、内数の合計とは必ずしも一致しない。 
注 3 「浴室暖房乾燥機」は令和 5 年調査から選択肢に追加したため、平成 30 年は該当数値なし。 
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・高齢者等のための設備がある住宅は住宅全体の 55.3％、5.8 ポイントの上昇 

（戸） 
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９ 現住居以外の住宅の所有状況 

 

 

 

 

 

本県の主世帯2,782,300世帯のうち、現住居以外の住宅を所有している世帯は22万9,100世帯

（主世帯全体に占める割合8.2％）となっています。 

現住居以外に所有している住宅の使用状況別にみると、居住世帯のある住宅を所有している 

世帯は18万2,900世帯（同6.6％）、居住世帯のない住宅（空き家）を所有している世帯は     

６万3,100世帯（同2.3％）となっています。また、空き家の主な用途別割合をみると、「賃貸・

売却用及び二次的住宅を除く空き家」が49.3％と最も高くなっています。 

（表9、図9参照） 

 
図９ 現住居以外に所有する住宅の主な用途別割合（令和５年） 

 

 
 

表９ 現住居以外に所有する住宅の主な用途別主世帯数、住宅数（令和５年） 

 主世帯 

総数 

うち現住居以外の住宅を所有している世帯 

総数 
(注 2) 

居住世帯のある住宅 居住世帯のない住宅 

総数 
親族居

住用 
貸家用 売却用 その他 総数 

賃貸・売却・

二次的住宅を

除く空き家 
貸家用 売却用 

二次的住

宅・別荘 

世帯数（世帯）(注 1) 2,782,300 229,100 182,900 103,700 56,000 2,600 27,400 63,100 31,400 6,400 6,300 20,800 

割合 100.0% 8.2% 6.6% 3.7% 2.0% 0.1% 1.0% 2.3% 1.1% 0.2% 0.2% 0.7% 

所有する住宅数

（戸） 
－ 336,000 261,000 67,000 182,000 1,000 11,000 75,000 37,000 11,000 4,000 23,000 

割合 － － 100.0% 25.7% 69.7% 0.4% 4.2% 100.0% 49.3% 14.7% 5.3% 30.7% 

注 1 それぞれの住宅の主な用途について世帯を計上しているため世帯数の内訳は総数に一致しない。 

注 2 現住居以外に所有する住宅の主な用途「不詳」を含む。 

25.7% 69.7%

0.4% 4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

居住世帯のある住宅

親族居住 貸家用 売却用 その他

49.3% 14.7%

5.3%

30.7%
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居住世帯のない住宅
賃貸・売却・二次的住宅を除く空き家 貸家用 売却用 二次的住宅・別荘

・現住居以外の住宅を所有している主世帯は 22 万 9,100 世帯（8.2％） 

・うち空き家を所有している世帯は６万 3,100 世帯（2.3％） 

・世帯が所有する空き家のうち、49.3％は賃貸・売却用や二次的住宅（別荘など）を除く空き家 



付表１　都道府県別の主な指標（令和5年）

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

全国 65,047 62,407 4.2% 9,002 13.8% 3,856 5.9% 55,665 29,319 52.7% 24,968 44.9% 33,876 60.9%

北海道 2,889 2,807 2.9% 452 15.6% 163 5.6% 2,423 1,258 51.9% 1,082 44.6% 1,381 57.0%

青森県 590 592 -0.4% 99 16.7% 55 9.3% 489 368 75.3% 103 21.0% 349 71.4%

岩手県 579 579 0.0% 100 17.3% 54 9.3% 477 344 72.2% 119 24.9% 335 70.3%

宮城県 1,129 1,089 3.7% 140 12.4% 52 4.6% 984 543 55.2% 422 42.9% 590 60.0%

秋田県 441 446 -1.1% 70 15.8% 44 10.0% 369 293 79.4% 69 18.6% 285 77.1%

山形県 455 449 1.4% 62 13.5% 36 7.9% 392 298 76.1% 88 22.4% 294 75.0%

福島県 863 861 0.2% 131 15.2% 63 7.3% 727 513 70.6% 196 27.0% 497 68.3%

茨城県 1,391 1,329 4.7% 196 14.1% 93 6.7% 1,187 832 70.1% 328 27.6% 824 69.4%

栃木県 971 927 4.8% 164 16.9% 64 6.6% 802 571 71.2% 213 26.5% 555 69.1%

群馬県 967 949 1.9% 161 16.7% 73 7.6% 802 589 73.5% 197 24.6% 570 71.1%

埼玉県 3,555 3,385 5.0% 330 9.3% 136 3.8% 3,205 1,730 54.0% 1,408 43.9% 2,087 65.1%

千葉県 3,191 3,030 5.3% 394 12.3% 159 5.0% 2,782 1,463 52.6% 1,268 45.6% 1,800 64.7%

東京都 8,201 7,672 6.9% 897 10.9% 214 2.6% 7,235 1,901 26.3% 5,181 71.6% 3,235 44.7%

神奈川県 4,765 4,504 5.8% 467 9.8% 151 3.2% 4,272 1,740 40.7% 2,434 57.0% 2,508 58.7%

新潟県 1,015 995 2.1% 155 15.3% 78 7.6% 852 629 73.9% 207 24.3% 630 74.0%

富山県 474 453 4.7% 70 14.7% 40 8.4% 402 297 74.0% 95 23.6% 301 74.9%

石川県 554 536 3.4% 86 15.6% 41 7.3% 464 319 68.7% 136 29.2% 315 67.8%

福井県 341 325 4.9% 53 15.6% 29 8.5% 287 214 74.7% 65 22.5% 211 73.5%

山梨県 427 422 1.2% 87 20.4% 37 8.7% 337 242 71.9% 88 26.2% 231 68.6%

長野県 1,040 1,008 3.1% 209 20.1% 92 8.9% 825 605 73.4% 197 23.9% 592 71.7%

岐阜県 924 894 3.4% 148 16.1% 74 8.1% 770 571 74.2% 181 23.5% 568 73.7%

静岡県 1,774 1,715 3.5% 296 16.7% 105 5.9% 1,468 964 65.7% 474 32.3% 990 67.4%

愛知県 3,665 3,482 5.3% 433 11.8% 156 4.3% 3,211 1,638 51.0% 1,468 45.7% 1,914 59.6%

三重県 874 854 2.3% 143 16.3% 83 9.5% 727 526 72.4% 188 25.8% 526 72.3%

滋賀県 664 626 6.1% 82 12.3% 49 7.3% 579 383 66.1% 182 31.5% 410 70.9%

京都府 1,372 1,338 2.5% 180 13.1% 85 6.2% 1,183 635 53.7% 523 44.2% 718 60.7%

大阪府 4,929 4,680 5.3% 702 14.2% 227 4.6% 4,197 1,672 39.8% 2,408 57.4% 2,286 54.5%

兵庫県 2,798 2,681 4.4% 387 13.8% 173 6.2% 2,397 1,190 49.6% 1,144 47.7% 1,545 64.4%

奈良県 640 618 3.5% 94 14.6% 50 7.7% 543 366 67.5% 165 30.5% 397 73.2%

和歌山県 496 485 2.1% 105 21.2% 60 12.1% 387 288 74.5% 86 22.3% 285 73.8%

鳥取県 262 257 2.2% 41 15.7% 25 9.7% 220 158 71.8% 57 25.9% 153 69.6%

島根県 320 314 1.9% 55 17.0% 36 11.3% 264 186 70.6% 70 26.6% 184 69.6%

岡山県 955 916 4.3% 157 16.5% 83 8.6% 794 523 65.9% 252 31.7% 521 65.6%

広島県 1,466 1,431 2.4% 231 15.8% 115 7.8% 1,228 677 55.1% 521 42.4% 761 61.9%

山口県 726 720 0.9% 141 19.4% 81 11.1% 583 388 66.6% 169 29.0% 391 67.0%

徳島県 389 381 2.2% 83 21.3% 48 12.2% 303 211 69.4% 83 27.4% 206 68.1%

香川県 493 488 1.0% 92 18.6% 48 9.7% 399 265 66.5% 116 29.2% 277 69.4%

愛媛県 737 714 3.1% 146 19.8% 90 12.2% 586 387 65.9% 179 30.6% 381 65.0%

高知県 388 392 -0.9% 79 20.3% 50 12.9% 307 210 68.2% 90 29.2% 203 66.0%

福岡県 2,703 2,581 4.7% 335 12.4% 126 4.6% 2,352 1,008 42.8% 1,289 54.8% 1,239 52.7%

佐賀県 368 352 4.5% 53 14.5% 28 7.7% 312 214 68.6% 90 28.8% 212 67.9%

長崎県 655 660 -0.7% 113 17.3% 65 9.9% 538 345 64.1% 177 32.9% 348 64.7%

熊本県 851 814 4.6% 127 14.9% 65 7.6% 718 449 62.5% 244 34.0% 451 62.9%

大分県 603 582 3.7% 116 19.1% 58 9.6% 486 296 60.9% 182 37.5% 303 62.3%

宮崎県 557 546 1.9% 91 16.3% 55 9.9% 463 317 68.4% 130 28.0% 304 65.7%

鹿児島県 900 879 2.3% 184 20.5% 122 13.6% 711 470 66.1% 226 31.7% 450 63.3%

沖縄県 699 653 7.2% 65 9.4% 28 4.0% 627 235 37.4% 382 60.9% 267 42.6%
注　総住宅数には、居住世帯なしの住宅を含む。

うち
持ち家
（1000件）

都道府県

総住宅数（1000戸）※ 空き家 居住世帯のある住宅

令和5年
（参考）
平成30年

平成30年～
令和5年の
増減率

空き家数
（1000戸）

賃貸・売却
用及び二次
的住宅を除
く空き家数
（1000戸）

総数

建て方 所有の関係

空き家率
（％）

空き家率
（％）

うち
一戸建
（1000戸）

うち
共同住宅
（1000戸）
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付表２　市町別の主な指標（令和５年）
（注）市区及び人口１万５千人以上の町村のみ（ 人口は令和２年国勢調査時点）

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

千葉県 3,191,100 3,029,800 5.3 394,100 12.3 158,500 5.0 2,782,300 1,463,400 52.6 1,267,800 45.6 1,799,500 64.7

千葉市 510,700 478,900 6.6 52,700 10.3 13,700 2.7 456,500 173,500 38.0 277,100 60.7 266,200 58.3
　中央区 133,760 114,990 16.3 15,860 11.9 3,940 2.9 117,390 39,830 33.9 76,230 64.9 55,020 46.9
　花見川区 93,280 89,830 3.8 10,950 11.7 3,030 3.2 81,750 33,160 40.6 47,340 57.9 47,420 58.0
　稲毛区 83,710 80,730 3.7 8,910 10.6 2,080 2.5 74,700 25,110 33.6 48,910 65.5 45,060 60.3
　若葉区 73,020 70,860 3.0 8,490 11.6 1,840 2.5 64,380 36,630 56.9 26,240 40.8 39,710 61.7
　緑区 53,190 52,990 0.4 3,900 7.3 1,970 3.7 49,140 30,980 63.0 17,390 35.4 34,830 70.9
　美浜区 73,720 69,500 6.1 4,570 6.2 840 1.1 69,110 7,800 11.3 61,010 88.3 44,180 63.9

銚子市 29,830 31,130 -4.2 5,920 19.8 3,160 10.6 23,710 19,800 83.5 3,490 14.7 18,630 78.6
市川市 268,490 264,560 1.5 26,640 9.9 10,540 3.9 241,440 82,420 34.1 154,910 64.2 116,070 48.1
船橋市 328,510 310,190 5.9 33,700 10.3 12,520 3.8 292,920 122,310 41.8 167,720 57.3 175,300 59.8
館山市 26,710 27,450 -2.7 6,880 25.8 2,970 11.1 19,610 16,010 81.6 3,120 15.9 14,830 75.6
木更津市 67,370 66,590 1.2 10,180 15.1 4,230 6.3 56,950 38,360 67.4 16,970 29.8 36,010 63.2

松戸市 266,840 254,860 4.7 37,370 14.0 15,270 5.7 228,110 100,790 44.2 122,820 53.8 134,640 59.0
野田市 76,190 66,940 13.8 10,970 14.4 5,870 7.7 64,530 50,210 77.8 13,510 20.9 49,750 77.1
茂原市 46,320 44,390 4.3 9,240 19.9 4,650 10.0 36,900 29,000 78.6 7,710 20.9 28,390 76.9
成田市 65,530 62,640 4.6 7,450 11.4 2,750 4.2 57,880 27,670 47.8 29,150 50.4 31,300 54.1
佐倉市 78,990 75,840 4.2 9,090 11.5 6,090 7.7 69,750 49,300 70.7 19,200 27.5 55,720 79.9

東金市 31,750 29,630 7.2 5,880 18.5 2,610 8.2 25,480 18,890 74.1 6,220 24.4 17,980 70.6
旭市 27,660 26,910 2.8 3,710 13.4 1,970 7.1 23,870 19,460 81.5 3,370 14.1 18,470 77.4
習志野市 90,270 83,810 7.7 8,750 9.7 2,310 2.6 80,860 26,960 33.3 51,470 63.7 46,880 58.0
柏市 215,820 208,120 3.7 21,310 9.9 4,970 2.3 193,510 102,620 53.0 87,660 45.3 129,480 66.9
勝浦市 13,790 14,430 -4.4 5,660 41.0 1,260 9.1 8,020 5,520 68.8 2,340 29.2 5,480 68.3

市原市 133,410 127,940 4.3 17,290 13.0 8,510 6.4 115,340 76,990 66.8 35,020 30.4 79,630 69.0
流山市 96,480 83,870 15.0 9,260 9.6 2,630 2.7 86,930 46,410 53.4 37,030 42.6 58,810 67.7
八千代市 95,380 86,620 10.1 6,390 6.7 1,700 1.8 88,940 43,260 48.6 43,860 49.3 57,170 64.3
我孫子市 62,940 60,480 4.1 5,880 9.3 3,430 5.4 56,980 32,640 57.3 23,400 41.1 39,840 69.9
鴨川市 21,100 19,840 6.4 6,610 31.3 2,790 13.2 14,280 10,770 75.4 3,170 22.2 10,090 70.7

鎌ケ谷市 52,470 49,720 5.5 4,430 8.4 2,060 3.9 47,960 29,600 61.7 17,750 37.0 34,170 71.2
君津市 41,340 39,390 5.0 7,660 18.5 2,570 6.2 33,560 23,350 69.6 9,850 29.4 22,290 66.4
富津市 21,100 20,770 1.6 4,530 21.5 2,670 12.7 16,480 14,790 89.7 1,640 10.0 13,480 81.8
浦安市 87,150 86,470 0.8 5,620 6.4 1,390 1.6 80,200 14,050 17.5 63,510 79.2 38,760 48.3
四街道市 44,240 39,960 10.7 4,790 10.8 2,160 4.9 39,220 28,480 72.6 9,400 24.0 30,360 77.4

袖ケ浦市 29,180 25,450 14.7 2,850 9.8 1,150 3.9 26,140 19,780 75.7 5,840 22.3 19,080 73.0
八街市 33,010 30,890 6.9 4,610 14.0 3,160 9.6 28,110 24,040 85.5 3,810 13.6 22,630 80.5
印西市 46,470 38,210 21.6 5,220 11.2 1,890 4.1 41,190 25,200 61.2 15,730 38.2 36,290 88.1
白井市 25,900 24,920 3.9 1,980 7.6 960 3.7 23,830 13,850 58.1 9,450 39.7 19,710 82.7
富里市 24,360 23,040 5.7 3,260 13.4 1,490 6.1 20,930 14,900 71.2 5,930 28.3 14,570 69.6

南房総市 20,430 19,700 3.7 6,030 29.5 2,550 12.5 14,250 13,670 95.9 400 2.8 13,210 92.7
匝瑳市 15,330 15,060 1.8 2,550 16.6 1,760 11.5 12,660 11,130 87.9 1,070 8.5 10,760 85.0
香取市 32,680 31,590 3.5 5,520 16.9 3,650 11.2 26,910 23,700 88.1 2,400 8.9 22,540 83.8
山武市 22,340 23,180 -3.6 3,070 13.7 2,170 9.7 19,220 17,770 92.5 1,330 6.9 16,990 88.4
いすみ市 19,650 20,430 -3.8 5,480 27.9 2,670 13.6 13,990 13,330 95.3 460 3.3 12,490 89.3

大網白里市 23,420 22,800 2.7 3,580 15.3 2,140 9.1 19,780 16,550 83.7 1,950 9.9 16,290 82.4
酒々井町 10,230 10,070 1.6 980 9.6 150 1.5 9,140 5,630 61.6 3,480 38.1 6,280 68.7
栄町 9,430 9,030 4.4 1,100 11.7 740 7.8 8,180 7,220 88.3 900 11.0 6,910 84.5
横芝光町 9,650 10,620 -9.1 1,650 17.1 1,130 11.7 8,000 7,400 92.5 510 6.4 7,060 88.3

注　総住宅数には、居住世帯なしの住宅を含む。

居住世帯のある住宅（戸）

所有の関係

令和5年
（参考）
平成30年

総住宅数（戸）※

平成30年
～令和5年
の増減率
（％）

空き家（戸）

うち持ち家
総数

建て方

うち一戸建 うち共同住宅
空き家数 空き家

率
（％）

賃貸・売却用
及び二次的住
宅を除く空き

家数

空き家率
（％）

市町名
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